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サービス品質における他者経験属性 
ーネットショッピングのトラブルを事例としてー 
The Experience of Others as an Attribute of Quality of Service 
 
長 島 広 太 
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１．はじめに 
サービス品質を正確に事前に測定することは困難である。物財は購入前に手で
触れることができる形態を有しているので、なんらかの測定器を用いて特性を測
定することが可能である。色彩など人間の五感を活用した判断も事前に可能であ
る。サービスの特性の一つである無形性によって、サービスの場合には、物財と
同じにはできない。また、これがサービスを物財と区別する一つの特徴であると
いういい方もできる。 
サービスは無形の部分だけではなく、マーケティングの客体の要素(1)からみれ
ば、無形の要素だけではなく、有形部分も当然存在していて、それを手がかりに
品質の事前測定が可能な部分がある（長島，2008）。しかしながら、後述するよう
にサービスは経験してはじめてその品質が判明することになる。その結果、サー
ビス提供先を選択する場合に、かならず未経験の提供先を選ぶことが発生する。
そのために、たとえばホテルのようなサービスの割合の高い場合には、いわゆる
クチコミ(2)がサービス選択の大きな鍵となっている（長島，2009）。ホテルの場合
には、本人自身が宿泊しなくとも、クチコミなどの形態で、他者の情報を入手す
ることができ、それを判断材料にしている。クチコミに限らず本人以外の人によ
る経験を品質判断の属性の一つとすることによって、サービスの品質やその購入
について貢献があると考えられる。 
そこで、本稿においては、すでにクチコミが充実しているホテルやレストラン
のようなサービスではなく、ネットショッピングを取り上げることとする。ネッ
トショッピングの売上げは急速に拡大しているが、店舗販売に比べれば、本人の
経験は必ずしも多くはなく、店舗小売サービスにおける場合とは異なるトラブル
の発生もある。トラブル経験とトラブル回避のための行動をみることによって、
他者の経験に基づく情報のサービス品質測定における位置づけをみることとする。 
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２．サービス品質の属性について 
サービスの評価について、Zeithaml（1981）はそれまでの Nelson（1970）と
Darby & Karni（1973）の研究から、サービスを探索属性、経験属性、信頼属性
の視点から検討している。探索属性は財の購入以前に消費者が測定できる属性で
ある。経験属性は購入後もしくは消費してはじめて判別することのできる属性で
ある。信頼属性は購入後・使用後であっても評価することが不可能な属性である。
物財では探索属性が多くを占めていて、サービスでは経験属性が多く、専門的な
サービスになると信頼属性が多くを占めるとしている。さらに、サービス評価の
仮説として、消費者がサービスの購入に先立って評価する場合には、マス媒体よ
りも個人的な情報源からの情報に重きを置いているとしている（Zeithaml, 1981, 
pp186-187）。 
この３属性についてのいくつかの議論を取り上げると次のようなものがある。
Ford, Smith, & Swasy（1988）は、広告に関する研究のなかで、同じ広告表現が
人によって探索属性にもなるし、経験属性もしくは信頼属性になるとしている。
すなわち人による相対性について述べている。さらに、情報に関して、商品テス
ト誌は製品の物理的な属性を知るだけではなく、さまざまな性能面について知る
ために活用されている。第三者のテスト組織の情報は、消費者にとって信頼・経
験の情報ではなく、探索情報となる。探索という用語は製品購入前の本人による
直接的な検査によって得られるものよりもはるかに広範囲な情報を指し、また、
情報が存在していても、それが入手しやすいかどうかは人による。この面でも探
索が信頼もしくは経験になることがあるとしている。これらから、探索属性には、
通常の努力や方法で入手できる情報についても定義に入れることと、経験属性は
製品の利用の最初の段階以降に限ること、信頼属性は専門知識や評価に費用が掛
かるようなものとすることを提案している（Ford et al., 1988, pp.240-241）。こ
の研究は、広告表現の面からのものであるが、３属性のもつ相対性から、３属性
を明確にしようとしている。 
Klein（1998）はインターネットなどの情報技術の進展を背景に、仮想経験が
購入以前の段階で可能になりつつあると指摘し、たとえば、CD の購入前の視聴
により、経験製品に分類されていた商品が探索商品に移行するとしている。ソフ
トウェアであれば、ネット上の情報探索、第三者の批評、サンプル商品により、
ワインであれば、同じく情報探索、生産者による情報、専門家の経験によって経
験商品から探索商品への移行が発生するとしている（Klein, 1998, p.196）。 
Girard, Korgaonkar, & Silberblatt （2003）と Girard & Dion（2010）は、経
験製品を経験製品１と経験製品２に区分して、全体で４区分としている。「経験製
品１はその使用まではその重要な属性に関する情報が入手できない製品やサービ
スである。その購入前に試用やサンプルがなければ、購入意思決定に信頼性がな
い。経験製品２は購入に先だって実際の製品やサービスを経験するよりも、重要
な属性に関する情報を入手することのほうがより困難で費用がかかるものである。
その購入前に試用やサンプルがなければ、購入意思決定に信頼性がない」と定義
している。その例示として、前者は衣服と香水、後者は携帯電話とテレビが挙げ
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られている（Girard & Dion, 2003, p.110-111）。従来の経験商品を情報入手の困
難さの違いによってさらに細分化しているわけである。 
これらの研究をみてきて検討することがいくつかある。第一に、探索、経験、
信頼の３つを、属性として連続体を構成するととらえるのか、３つの商品カテゴ
リーに商品を区分するのかということがある。本稿では接客など無形の部分の多
いサービス商品を中心に検討し、さらに商品一般に拡大することを考えている。
サービス商品は、Zeithaml は経験属性、信頼属性に関わる部分が多いとしている
わけだが、探索属性に関わる要素がないわけではない。マーケティングの客体を
考えると、８要素を認めることができる（長島，2008）。そこでは、所有権は移転
しないが有形部分、所有権の移転する有形部分をそれぞれ構成要素の一つとして
いる。それに基づくと、たとえば、ホテルの客室の広さ、ベッドの形態・大きさ
は、ホテルの案内などに記載されていることがある。それをみれば、事前にどの
程度のものか推測することができる。女性用アメニティのブランドが有名化粧品
ブランドの場合に、それが宿泊プランの説明に記載されていることがある。この
場合はその記載をみることによって、人によるが評価可能な人がいる。マーケテ
ィングの客体を構成要素にわける立場にたつと、サービス、物財ともに商品その
ものを区分するよりも、一つの客体に３属性がそれぞれあるほうが、整合性があ
りマーケティングの操作性も高い。 
第二に、３つの商品カテゴリー間の移行に関することである。上記のように一
つの商品のなかに３属性がある立場に立つと、Klein のいうような商品カテゴリ
ーの移行ということはありえない。しかしながら、一つの商品の３属性間での移
行については検討する必要がある。移行という概念を使うと、マーケティング・
マネジメントから考えると、経験属性の探索属性化といった戦術の表明が可能で
ある。しかしながら、たとえば接客についてのクチコミは購入意思決定に大きな
影響を与える可能性があるが、必ずしも提供側がそれをコントロール可能なわけ
ではない。つまり、経験属性に関する情報の種類や多寡といったことが重要であ
るが、それをコントロールできない場合には、属性の移行ということは、必ずし
も適切ではないと考える。 
第三に属性に関する情報について。製品やサービスについての情報はマスメデ
ィアやインターネットなどで多様である。また、情報発信者も製品などの提供者、
マスコミ、個人など様々である。たとえば、テレビの旅番組で、ホテルなど宿泊
施設の客室が紹介されれば、有形部分についてはある程度の印象を得ることがで
きる。グルメ番組であれば、味そのものはわからないが、量など視覚によって得
られる情報がある。そこには、グルメリポーターのコメントが付けられることも
ある。また、商品テスト誌は客観的に製品などを評価し、情報を伝えている。 
多様な情報について、ここで整理しておきたい。探索属性についての情報は、
消費する本人でも、そうでない人であっても同種の情報になるはずである。また、
信頼属性に関する情報は、本人であれ、そうでない人であれ、必ずしも適切に評
価できるとは限らないので、その意味では両者の差異は少ない。 
経験属性は、経験して評価できる属性であり、特にサービス商品の場合にはサ
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ービスの持つ、無形性、不可分性、変動性、消滅性の特性により、経験する人に
よって異なる経験となり、また、差異が少ない場合でも、異なる評価になる可能
性が高い。このような相対性のある経験に関する情報について、その経験主体で
もって二分することが、現在のインターネットを中心とした多様な情報を整理す
るのに重要であると考えられる。これは、上記の Girard & Dion のような判断の
困難さの程度によるものではない。経験主体を購入意思決定および購入する本人
と本人以外に区分するわけである。ここでは、前者の経験を自己経験、後者のそ
れを他者経験とする。なお、本稿において現象学などにおけるような、他者の概
念についての厳密な議論をするつもりはない。 
経験属性を２つに区分することについて、ある時点で経験属性に属すると判断
される属性に関して、購買意思決定においてどのようにしてそれを消費者が判断
するかが検討されることになる。そうすると、経験属性そのものは変化しなくて、
それについての情報が多様に存在することになる。それをたとえば、試食やサン
プルといった自己経験による部分と、クチコミなどの他者経験による情報とを区
分することによって、マーケティング・マネジメントとして何をするかが明確に
なるはずである。さらに、購買意思決定に影響を与える要因を分析する際にも、
両者を区分することでより明確に分析できると考えられる。店舗においては、物
財を実地にみることができる場であり、そこで経験属性をいかに体験できるよう
にするかは、ネットショッピングが進展すればするほど重視され、さらに、そこ
からのクチコミもでてくるはずで、それらを区分できることが、マネジメントの
視点からは有用と考えられる。 
したがって、経験属性は自己経験属性と他者経験属性の２つから把握されるこ
とになる。たとえば、ネット上のホテルのクチコミ情報は、まさにこの他者経験
属性に関する情報である。そのなかには、探索属性に関わる情報もあるが、おお
かたは、実際の宿泊に基づく経験が表明されている。そして、他者の経験がある
程度の量が累積することによって、未知のホテルのイメージを形成する情報の一
つとなる。そして、本人の実際の宿泊による経験と合わせられて、サービス品質
が評価されることになる。 
他者経験属性に関して、その主体と情報を整理すると次のようになる。他者経
験属性に関する情報は以前から当然存在するが、インターネットの普及によって
その様相が変化していている。従来の他者経験属性の主体は評論家や専門家とい
った何らかの権威付けのされた人物であり、彼らがマス媒体や書籍を通じて、そ
の情報を提供していた。そのメディアも高コストであるので、限られた情報だけ
が流通していた。高い情報伝達コストに合うように、一部の選択された者による
情報といえよう。そして、そのような高価なメディアを利用しないが、情報の伝
達範囲の狭い口コミがある。口コミは、他者のなかでも家族・友人・知人といっ
た直接見知っている人による直接的な情報伝達である。 
インターネットによって、従来のマス媒体や書籍に比べて、情報発信に要する
コストが低くなり、だれもが発信者となることができた。それは、他者経験の主
体である他者の数の飛躍的な拡大といえる。その際に従来の高コストに伴う情報
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のスクリーニングがなされないので、情報の質や信頼性については多様である。
ただ、情報量が圧倒的に増えると、その情報量の成果として情報の質を判別する
情報が得られることがある。また、クチコミサイトなどでは、提供された情報の
評価をさらに参加者に促していて、情報の判断手段を提供している場合もある。
これらの情報は検索によって、容易に見いだせるし、質問サイトなどを利用する
と、特定のサービスなどについて、他者の経験に基づく情報を得られることがあ
る。 
他者経験属性の情報の種類としては、数値による評価、文章によるコメントな
どクチコミ、それらへのさらに他者の評価、質問などがある。これらは、商品や
サービスの当事者がそのサイトを提供している場合と、販売業者、さらにはそれ
らとは無関係の事業者のサイトがある。また、一般的な掲示板なども、インター
ネットによる他者経験属性の情報と認められる。 
 
３．サービスとしてのネットショッピング 
サービス品質の経験属性の他者経験属性の情報については、ホテルのクチコミ
についてだけのもので、他者経験属性すべてについてではないが、すでに確立し
ているといえる場合もある（長島，2009）。ここでは、サービスの他者経験属性に
ついて、ネットショッピングというサービスに焦点を当てて検討していくことと
する。本来的に小売サービスは、売買対象の物財（有形部分）とそれに関わる小
売サービスが消費者にとって、判別しやすいことがあげられる。店舗小売の場合
には、本人が実際に買物出向すると必然的に小売サービスを実体験するという自
己経験属性の部分が多く存在する。ある程度の自己経験属性についての実体験は
購入意思決定に大きな役割を果たすはずである。小売店舗そのものという小売サ
ービスの部分と、購入対象物の両面で、購入の検討がなされることになる。した
がって、店舗サービスで自己経験属性が優れていたからといって、かならずそこ
で購入することになるとはかぎらない。 
ネットショッピングは、店舗実体が見えないので、自己経験属性の情報が少な
いという特徴がある。そのために、他者経験属性の情報に頼ることになる。また、
ネットショッピングは店舗での購買に比べて、経験自体が少ないという特徴もあ
る。これらを考慮すると、ネットショッピングはサービスにおける他者経験属性
の重要性の高いサービスということができる。その際に、トラブルを一つの軸と
して設問を設定する。これは、とくに可も不可もない小売サービス全般の視点で
は分析することが難しいので、特にトラブルに関わる視点を設定することによっ
て、消費者にとって状況が明確になり、回答しやすいという予測がある。 
具体的な調査に入るまえに、ネットショッピングの市場規模については、経済
産業省が行っている「電子商取引に関する市場調査」をみると、消費者向け電子
商取引（ネットショッピング）の市場規模は2009年度に６兆7000億円と推計され
ていた（経済産業省 HP）。このデータは、商業統計のような悉皆調査ではなく、
推計されたものである。しかしながら、時系列で把握することができる特徴があ
る。この内訳をみると、「情報通信業」が１兆7570億円、「総合小売業」が１兆4290
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億円、「自動車・パーツ・家具・家庭用品・電気製品小売業」が9460億円、「宿泊・
旅行業、飲食業」が9090億円となっていた。2008年度との小売・サービス全体の
増減をみると、対前年比13.1％と高かった。 
この金額をどのように評価できるかであるが、比較のために、2009年の日本百
貨店協会の百貨店の百貨店売上高（日本百貨店協会 HP）をみると、６兆5841億
円となっていた。ネットショッピングの売上げほうが、百貨店の売上げを抜いた
と推計されるわけである。もちろん、ネットショッピングの推計には小売業以外
も含まれるなど、両者は産業分類が異なり、調査方法も異なるので、直接比較で
きるものではないが、消費生活における位置づけを考えるには、ネットショッピ
ングの売上が百貨店の売上を抜いたということは、きわめて重要である。 
ここ数年の状況を考えると、今後どのような状況となっていくのであろうか。
ネットショッピング、百貨店、チェーンストアの３業態について、2006年と2009
年の間の年平均伸び率を算出し、特に、ネットショッピングについては、実際の
伸び率よりも控えめの10％の伸び率にし、それ以外は、実際の伸び率をもとに、
2009年のデータを伸ばして行くと、図表－１のようになる。すなわち、現時点で
はチェーンストアは12兆8350億円の売上があり（日本チェーンストア協会 HP）、
ネットショッピングを大きく引き離しているが、2014年には、両者が11兆円程度
でほぼ一致する可能性がある。これはあくまでも、ここ数年の伸び率に基づくも
のであるが、現在のネットショッピングの普及をみると、可能性がない訳ではな
い。 
百貨店は日本の小売業において、早期に確立した近代的業態の最初のものであ
り、その地位は、チェーンストアストアに抜かれるまでは長きにわたって、トッ
プであった。その百貨店と昨年にほぼ並び、４年後にはチェーンストアと並ぶ可
能性があるという、大きな変化を迎えている訳である。 
 
図表－１ ３業態の売上推計（兆円） 
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経済産業省「電子商取引に関する市場調査」、日本百貨店協会「百貨店売上高」、日本チェーンストア
協会販売統計」の2006年から2009年までの実績値の年平均増減率を基に、ネット通販については10％、
それ以外は算出値を利用して推計した。 
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通信販売がまだ１兆円を超えない時には特殊販売の１つに分類されていたが、
ネットショッピングは小売・サービス業の一つのメイン部分になりつつあるとい
えよう。 
 
４．予備的調査 
サービスの他者経験属性について明らかにするために、上記のようにネットシ
ョッピングに関わるトラブルについてネット調査を行った(3)。 
・利用回数、利用商品 
今回の調査によると、この１年間の利用回数が、ほぼ月に１回程度に相当する
「10～15回」が23.1％であった。「16回以上」の回答者が44.2％となっていた。そ
の中には、毎週ネットショッピングを利用するのに相当する「51回以上」の者が
7.8％存在した。利用回数によって差異が認められると予測されるので、本稿では
年間利用回数が「１～９回」の者（33.8％）を低頻度購入者、「10～20回」の者
（35.7％）を中頻度購入者、「21回以上」の者（35.4％）を高頻度利用者と区分し
て分析する。 
この１年間の利用商品を複数回答で尋ねたところ、「書籍・CD・DVD」が69.0％
で最も高かった。ついで、「食品・飲料（地方特産物を含む）」、「衣料品」が60％
を超えていた。 
・トラブルの経験と内容 
ネットショッピングにおけるトラブルについて、「今までに一度もない」が
53.9％であった。直近のその内容をみると、「配送について（不着、遅れ、破損、
間違いなど）」が18.4％で最も高かった。ついで「商品について（品質が劣る、表
示や期待と違うなど）」が13.4％、「表示について（わかりにくい、必要な情報が
ないなど）」が6.3％となっていた。配送、商品のトラブルは、ネットショッピン
グ企業だけの問題とは限らないが、「表示について」、「返品・返金について（受け
入れてもらえないなど）」、「注文について（注文できない、わからない）」は通販
企業によるトラブルであるが、これは比較的低かった。 
利用度別にみると、トラブル経験は低頻度利用者の31.7％に対して、高頻度利
用者は65.8％と利用回数の多い者のほうが、トラブル経験は高かった。高頻度利
用者の26.0％が配送のトラブルを経験していた。それに比べて、「返品・返金につ
いて」は5.5％と利用度が高い割には低いといえよう。 
・トラブルの解決 
トラブルの解決状況に関して問うたところ、全体では、「だいたいの場合で望ん
だ解決になった」が37.6％と最も多かった。ついで、「すべての場合で望んだ解決
になった」が22.9％であり、両者の合計は半数を超えていた。高頻度利用者にお
いて、両者の合計は70.6％であるのに対して、低頻度利用者は43.8％と有意差が
見られた。これについては、高頻度利用者がトラブルの経験が低頻度利用者より
も高く、トラブルに慣れていて、それぞれのトラブルに対して、それへの対処方
法が分かっていることと、こういう解決であればよいという自己の基準ができて
いるのではと推測できる。 
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・新規のサイトから購入の際の重視点 
ネットショッピングの場合に、そのサイトから最初に購入する際には購入その
ものに関する自己経験属性に関する情報を持ち得ていないので、それに代わる情
報などによって、購入先を意思決定することになる。本稿では、他者経験属性を
視点に検討しているので、それを中心として、重視点の設問を設定した。その結
果を「とても重視する」の回答（トップボックス）の割合でみていく。全体では、
「他の購入者のショップへの文章によるコメント」が31.9％と最も高かった。つ
いで、「他の購入者のショップ評価点」（30.6％）、「楽天や Yahoo!などの電子モー
ルに参加していること」（19.5％）、「他の購入者の評価点数やコメントに対するさ
らに別の人の評価」（19.3％）、「ショッピングに関するクチコミサイトの情報」
（18.4％）となっていた（図表－２）。 
利用度別に差をみると、この上位５項目では、「他の購入者のショップへの文章
によるコメント」と「ショッピングに関するクチコミサイトの情報」において、
いずれも、トップボックスの高頻度利用者の回答が高くその有意差が見られた。
同じクチコミと言っても、クチコミサイトというショップ外におけるクチコミは
他者経験属性の情報として特に高頻度利用者において、活用されていることがわ
かった。 
 
図表－２ 新規購入先選択時の重視項目（トップボックス） 
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・トラブル回避策 
ネットショッピングにおけるトラブルを避けるために実行している事柄を尋ね
た。これについて、「常に行っている」の回答（トップボックス）の割合をみてい
く。「商品の説明をよく読む」が54.1％で最も高かった。「あやしげな商品を売っ
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ている購入先を避ける」も52.4％でともに半数を超えていた。ついで、「ネットで
商品に関する情報をよく読む」（35.4％）、「ネットでショップに関する評価やコメ
ント情報をよく読む」（33.1％）、「利用の手引きをよく読む」（31.2％）となって
いた。上位２位はいずれも、他者経験属性ではなかった。他者経験属性でも「自
分の友人知人などに聞いてみる」というネットの一般的もしくは匿名の情報とは
異なる情報源のものは、4.6％と選択肢の中で最も低かった。したがって、他者経
験属性であっても、ネット上の情報が重視されていた。また、ネットショッピン
グのサイトには特定商取引法に基づく記述を掲載することが必要であり、消費者
保護のための情報とされているが、この記述をよく読むと回答したのは8.6％と低
かった（図表－３）。 
利用度による差については、上位２位までの、商品の説明やあやしい商品を扱
っているサイトを避けるは、利用度による差が見られなかった。利用度による差
の見られたものは、「ネットで商品に関する情報をよく読む」、「ネットでショップ
に関する評価やコメント情報をよく読む」、「利用の手引きをよく読む」の３つで
ある。高頻度利用者では、それぞれ、43.2％、40.4％、34.9％となっていた。ネ
ットショッピングをよく利用する層では、それ以外の層よりも、利用の手引きは
他者経験属性ではないが、それ以外の２つは他者経験属性であり、利用度による
違いが認められた。 
 
図表－３ トラブル回避のために行っていること（トップボックス） 
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ついで、行動と同じ選択肢がネットショッピングのトラブル回避に役立ってい
るかを上位３項目尋ねた。当初、１位３点、２位２点、３位１点としてポイント
化を行うことも検討したが、１位から３位までの回答数を単純に加算したものと、
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３，４位が入れ替わるだけであったので、単純な加算の点数でみることにする。
「商品の説明をよく読む」が324点で最も高かった。ついで「ネットでショップに
関する評価やコメント情報をよく読む」、「利用の手引きをよく読む」、「あやしげ
な商品を売っている購入先を避ける」、「ネットでショップに関するクチコミ情報
をよく読む」となっていた。 
トラブル回避のための行動と役立っているかの評価は類似するわけだが、ショ
ッピングサイト内の商品情報、利用の手引き、他の利用者の評価やコメントとい
った情報が重視されていた。そこにも、他者経験属性はあるのだが、ショッピン
グサイト外のクチコミ情報情報という他者経験属性を評価に利用している姿がう
かがえる。行動面で低かったので、友人知人という他者による情報はこちらでの
評価も低かった。 
・買物態度 
店舗での買物に関する態度を尋ねた。その中で、「ネットで価格やクチコミなど
の情報を集める」に「よく当てはまる」と回答（トップボックス）したのは27.3％
であった。「ネットで買える限り店舗ではなく、ネットで買う」のトップボックス
が6.8％、「できる限りネットではなく、実物をみて店舗で買う」が同じく7.2％で
あった。 
「ネットで価格やクチコミなどの情報を集める」の設問に注目して、それを「よ
く当てはまる」、「やや当てはまる」、それ以外（「どちらでもない」、「あまり当て
はまらない」、「まったく当てはまらない」の合意計）の回答で３区分し、ネット
探索度の高中低とする。ネット探索度別の購入商品をみると、探索度の高い者の
購入割合が高く、有意差がみられたカテゴリーが多かった。しかしながら、「書籍・
CD・DVD」、「インテリア家具」、「着メロ・ゲームなどのダウンロード」はネッ
ト探索度の高低による差は見られなかった。利用回数は、ネット探索度高の者の
高頻度利用は42.0％と高かった。利用度が高いので、ネットで情報収集してもト
ラブル経験も多い。 
新規サイトでの購入時の重視点としては、ほとんどの項目において、ネット探
索度が高い者が当然高く、また有意差がみられた。唯一差がみられなかったのは、
「現実の店舗を有していること」であった。 
トラブル回避のための行動については、他者経験属性に属するもので、ネット
探索度が低い者でもある程度、ショップ内の情報は探索しているが、探索度の高
い者はショップ外のネット情報も多く探索している。 
・自由回答 
ネットショッピングのトラブルに関する自由回答をみると、トラブル回避のた
めに、不明点などについて事前メールや電話で問い合わせるというという回答が
みられた。これは、購入時点まで自己経験属性が少ないなかで、実際の自己経験
属性に関わることができる数少ない場合であり、他者経験属性が多い中で、重要
な判断材料の一つになっている。 
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５．むすび 
本稿においては、サービスを含む製品の評価に用いられる探索属性、経験属性、
信頼属性の３属性について検討をした。かつて、経験属性は自己の経験が主たる
もので、それに加えてマス媒体などによる専門家などの経験の情報が存在してい
た。インターネットの普及によって、専門家に限らず多様な発信者が情報を提供
するようになり、それを容易に受け取ることが可能となった。このような状況に
おいては経験属性を経験主体によって区分するほうが、消費者の評価行動やサー
ビス提供側のマーケティングに資すると考えられる。そこで、他者経験属性と自
己経験属性の２つに区分することを提起した。 
特にサービスの評価では探索属性が少なく経験属性が重要であり、ホテル、レ
ストランといったサービス商品では、多様なクチコミ情報がすでに消費者のサー
ビス選択において活用されている。消費者からみると、サービスの購入にあたっ
て、他者経験属性に関わる情報の入手がインターネットによって容易になってい
ることから、それが活用されていると思われる。 
それを明らかにするために、今回はネットショッピングの小売サービスに注目
した。物財やサービスを購入するためのサービスであるので、消費者にとってサ
ービスの存在が比較的わかりやすい。しかし、直接経験することができないので、
他者経験属性が大きな位置を占めるはずである。 
その結果、今まで購入したことがないショッピングサイトから購入する場合に
は、クチコミなどの他者経験属性を重視している結果が得られた。次にネットシ
ョッピングにおけるトラブルの回避に焦点を当てたところ、商品そのものの情報、
利用の手引きといった、探索属性が活用されており、それとともに、評価、コメ
ント、クチコミなどの他者経験属性も使われている。今回は他者経験属性に注目
しているので、自己経験属性については選択肢から除外しているが自由回答によ
れば、不明なことがあった場合に電話やメールで質問してその経験を利用判断に
活用していた。ネット探索度の高い者ほど他者経験属性を検索しようとしていて、
今後のネット利用の一層の普及により、他者経験属性はサービス購入にますます
大きな影響を与えると思われる。 
当該企業が直接発信する情報以外に様々な情報をもとに消費者が購買意思決定
をしている状況のなかで、企業がマーケティングを遂行していく上での課題を本
稿の属性の議論に従って提示したい。まず、探索属性についてであるが、この部
分が少ないサービスの場合であっても、たとえば数値で明示できる属性について
は、的確に伝達する必要がある。必要な情報が欠落しているというだけで、選考
集団から除外されてしまう。もし、問い合わせがあったとしても、それへの対応
は自己経験属性に属し、他者経験属性が多いだけに本人の経験であるので評価に
大きく影響する。 
他者経験属性として、従来の専門家などによるマスメディアによる情報に加え
て、膨大な他者経験属性の情報が存在している。単なる数値による評価、コメン
ト、それらへの支持投票などは、ショッピングサイトで取り入れられている。そ
れ以外にも、クチコミ専門のサイトなども存在する。それへのマネジメントをど
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うしていくかが課題である。たとえば、クチコミそのものはコントロールできな
いが、クチコミを発生させやすくすることはマネジメントとして可能である。ま
た、一度発せられたクチコミに対しては、それに返答することによってコントロ
ールが可能である。他者経験属性の視点からは、単に数があればいいというので
はなく、自己経験属性でない情報を、いかに本人の体験の代替として活用できる
かの視点で設計、運用する必要がある。 
ネットショッピングのトラブルは、適切なシステムが構築されていて、それが
適切に運用されていれば、発生しない可能性がある。なんらかのトラブルが発生
した時の、イレギュラー時の対応は、購入前の問い合わせ以上に自己経験属性と
して重要な位置を占める。サービスリカバリーが再検討される必要がある。 
本稿は、サービスを対象に検討してきたが、物財における経験属性の部分にお
いても同様の議論ができるはずである。 
最後に、今回の研究においては、経験属性における他者経験のウェートが高く、
信頼属性は自己も他者も事後にも評価しにくいがことから、経験属性に限って取
り上げた。他者による信頼属性に関する情報の影響がどの程度認められるかとい
うことを残された課題としてとりあげることができよう。 
 
【注】 
(1) マーケティングの客体、その構成要素、サービス商品についての議論は、長島（2008）
を参照されたい。 
(2) 口コミは直接対面による場合（なお、その際に電話や個人的な電子メールは含む）と
し、インターネット上での不特定多数が閲覧できる場合はクチコミと表記を区分する。
両者を区別する必要があり、ネット上では身体としての口が関与していないことから
このように表記する。クチコミの機能については、長島（2009）を参照されたい。 
(3) 調査概要は以下の通り。 
調査目的：ネットショッピングの利用状況とトラブル状況などについて明らかに 
する。 
調査内容：ネットショッピングの利用度、利用商品、トラブル件数、購入先選択
重視項目など。 
調査主体：東洋大学 長島広太（平成22年度一般研究費によるものである） 
実査主体：楽天リサーチ 
調査方法：実査主体が保有する調査対象者へ応募依頼メールを送付し、回答希望
者が Web 画面上で回答 
対象者抽出法と回収状況：全国の20歳代から50歳代までの男女合計500名になるま
で回収｡したがって、集計対象は、母集団の性別年齢別構成比とは異な
り、20歳代男性、20歳代女性から50歳代男性、50歳代女性までの８区
分でそれぞれ62もしくは63名ずつである。 
調査期間：2010年９月２日から９月３日。 
集計対象：Q10（買物態度に関する設問）の10項目において同一選択肢だけを選
択している13名については、集計対象から除外した。これは、同一選
53 
択肢の回答だと矛盾する設問や他の設問の回答から判断した。その結
果、集計対象数は487票であった。 
有意水準：本稿では10％を採用している。 
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